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概要：北海道の中央部に位置する深川市にある拓殖大学北海道短期大学は開学以来 54 年の

歴史を有し、多くの農業後継者を輩出してきた。その長い歴史の中で、農学ビジネス学科

環境農学コースの 1 年生の授業をとおして見えてきた入学前の農作業経験と入学時の基礎

科目への自己評価が農業用語の理解度に与える影響について、平成 22 年度と平成 30 年度

入学学生のアンケート調査から考察した。農家出身者は、非農家出身者よりも入学時の農

業用語の理解度は高く、農業高校で農業教育を受けていることと、実家における農作業経

験により高まったと考えられた。1 年間の大学の授業受講後には、農家出身者と非農家出身

者の農業用語理解度の間に差は認められなくなった。基礎科目への自己評価との関係では、

化学・物理では自己評価が高いと農業用語の理解度は高くなり、基礎科目の習得が農業用

語の理解に必要であることが示唆された。 
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Ⅰ. はじめに 

 理系の学生にとって専門用語の習得は不可欠である。しかし、専門用語は一般には使い

慣れない言葉であり、専門教育におけるつまずきの原因となることが多い。農業分野にお

いても専門用語の習得は極めて重要であるが、体系化して教育されていないことが多く、

科目ごとに必要に迫られ習得するのが現状である。大学教育をはじめ農業関連産業に携わ

る人材を育成していくうえで、専門用語を習得するための効果的な学習方法を明らかにす

ることは重要である。 

 GAGNE(1985)の学習成果の 5 分類によると、専門用語の習得は言語情報にあてはまる。言

語情報とは新しい情報を教科書や教員から獲得する学習成果のことをさす。GAGNE(1985)

は言語情報について、新しい情報を脳に保存するためには台本や物語とリンクさせながら

記憶することが大切であると述べている。したがって、新たに学ぶ専門用語とかかわる経

験や情報を取り入れることは、専門用語の習得に影響を与える可能性がある。 

北海道の中央部に位置する深川市の拓殖大学北海道短期大学（以下北短）は、昭和 41

年の開学以来 54 年の歴史を有し、多くの農業後継者を輩出してきた。現在の農学ビジネス

学科環境農学コース（平成 25 年に環境農学科から学科再編）においては、卒業生の就農割

合は 63％で、農家後継者の割合が高い（拓殖大学北海道短期大学 2018）。彼らは、若い頃
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から後継者としての意識を持ち始め、多くが農業高校に進学し、高校の授業と家業の手伝

いを通して農作業を経験することが多い。これらの経験は、農業に関わる物語を形成し農

業の専門用語の習得に結びつくと考えられる。一方、近年非農家出身者や農作業経験のな

い学生が増えており、基礎知識のない学生に対して、どのように効率的に学習成果を高め

ていくかが課題となっている。 

農業の専門用語に関連した言葉は、高校までの複数の科目で取り上げられる。例えば農

業政策、農業経営に関わる用語は社会科で、作物の形態、機能および病害虫は生物で、土

壌にかかわる用語は化学と物理で学ぶ。したがって、入学前までにこれらの科目を理解す

ることは大学における専門用語の習得を助ける可能性がある。 

本報告では、平成 22年度及び平成 30 年度の入学生を対象として、入学時と 1年次の授

業受講後の農業用語理解度を調べ、入学前の農作業経験および基礎科目への自己評価との

関係を考察した。 

 

Ⅱ. 環境農学コースのカリキュラム 

北短農学ビジネス学科環境農学コースは、環境保全型農業（クリーン農業）を基盤とし

た実践的な知識や技術を身につけ、新しい時代の農業を担う開拓者精神に溢れた農業後継

者・技術者・経営者を育成することを学習成果の到達目標としている。そのため授業の中

に多くの実習科目を取り入れている。1 年次には必修科目で週 4 コマの「農業基礎実験・

実習」（平成 25 年に農業基礎演習から名称変更）、選択科目の「農産加工実験 1」、2年次に

はいずれも選択科目の「水稲実習」・「畑作実習」・「野菜実習」・「花き実習」（このうち１科

目は必修）、および「土壌作物診断実習」、「植物資源応用実習 2」、「農業機械研修」が開講

されている。1 年次の講義科目では、必修科目として「文章表現法」、「哲学」に加えて、

農業を学ぶ上での基礎的な「環境科学」、「農業基礎科学」、「作物栽培概論」、「クリーン農

業論」、「国際農業論」、「地域振興論 1」が開講されている。専門選択科目には、「土壌管理

学」、「病害虫管理学」、「農業機械学」、「農産物利用学 1」、「生物工学概論」、「食農社会論 1」、

「農業経営概論」、「初級簿記 1」、「植物資源学概論 2」がある。また、平成 25 年度から技

能系の資格取得を目的とした、キャリア技能（玉掛け技能、熔接技能、小型クレーン技能、

車両系建設機械技能、フォークリフト技能講習）を新たに開講している。今回アンケート

を行った平成 22 年度と平成 30 年度の 1年次の開講科目を比較すると、平成 30年度は花き

関係の授業が減少し、その他の専門科目が増加している。これは平成 25 年の学科改編によ

り、花園芸コースが廃止されたためである。 

 これらの科目の中で、「農業基礎実験・実習」は、室内実験と室外の圃場実習にわかれ、

一年間をとおして農業の基礎を学ぶ。室内実験では植物の形態・細胞の観察や実験手法、

実験器具の取り扱い方、作物の計測方法、まとめ方を学び、圃場実習では栽培の実際と管

理の基礎を学ぶ。圃場実習では、栽培経験が全くない学生を想定して、11 品目の作物ごと

に土壌分析（pH）、施肥、播種、定植、整枝等栽培管理、収穫・出荷調整まで作物生産に係

るすべての作業を網羅して体験・習得する。また、実習農場で使用している農業機械につ

いても使用目的等を学ぶ。実験・実習ともに、農場で栽培されている作物の観察をとおし

て、植物の体のしくみや土のはたらきを学ぶとともに、施肥試験などを行い、試験区の設

置方法、調査方法、データの取り扱い及びまとめ方を学び、科学レポートを作成する。室

内実験と圃場実習で両輪をなす「農業基礎実験・実習」は、各講義科目とリンクして環境

1：平成 25 年度より開講、2：平成 30 年度より開講 



64 

 

農学コースの根本の授業科目と位置付けられる。 

  

Ⅲ. 調査方法 

１ 調査方法 

北短環境農学コース（平成 25 年は環境農学科）1 年生に対して、いずれも記名式で、2

回にわけてアンケート調査を実施した。アンケート項目は、農業との関わりとして「入学

前の農作業経験」を、学習意欲は「北短に入学した目的」、「農業関係で興味のあることま

たは勉強したいこと」、基礎科目の学力指標として「高校時代の得意、不得意科目の自己評

価」、そして「農業用語の理解度」とした。調査は北短における学習効果を知るため「農業

用語の理解度」のみ入学時と 1年次の授業受講後の 2 回調査し、これ以外は入学時に調査

した。入学時のアンケートは、「農業基礎実験・実習」の第一回目（平成 22 年 4 月 13日と

17 日、平成 30 年 4 月 12 日と 17 日）に実施し、授業受講後のアンケートは授業の最終回

（平成 22年 1 月 11 日と 13日、平成 31 年 1 月 8 日と 10 日）に実施した。なおアンケート

とは別に、「出身地」、「出身高校」、「家業」を別の日に聞き取った。 

2 解析方法 

アンケートは、平成 22 年は履修者 51 名のうち 48 名、平成 30 年は履修者 53 名のうち

50名から有効回答をえた。アンケートは、入学前の農作業経験（4 択式、表 2）、北短に入

学した目的（5 択式、表 3）、農業関係で興味のあることまたは勉強したいこと（11 択式複

数回答可、表 4）とし、基礎科目に対する自己評価（4択式、表 5）については、「得意：3

点、普通：2 点、やや不得意：1 点、不得意：0 点」と得点化した。農業用語の理解度は、

45項目の農業用語について「理解している」、「分からない」の 2 択式でたずね、45 項目中

「理解している」と答えた数を農業用語理解度とした。「出身地」（道内、道外）、出身高校

（農業高校、農業高校以外）と家業（農家、非農家）はそれぞれ 2分類とした。 

 統計処理は、表計算ソフトエクセルおよび統計解析ソフト JMP14.0 を使用した。 

 

Ⅳ. 結果及び考察 

１ 出身地、出身高校および家業別の学生割合 

入学学生の 1年終了時在籍学生数は平成 22 年度 51名、平成 30年度 53名（入学時 54

名）であった（表 1）。入学学生のうち北海道出身者は、平成 22 年度は 41 名、80％であっ

たが、平成 30年度は 36 名、69％に低下し、北海道外からの出身学生の割合が増加してい

た。 

出身高校別にみると、農業高校出身者は平成 22 年度の 15 名、29％であったが、平成

30 年度は 22 名、40％に増加した。農業高校以外の出身者のうち実家が農家であるのは、

平成 22 年度は 22名、72%、平成 30年度は 11 名、36%となり、平成 22 年と比べ割合は半分

であった。 

表1　入学年度別の出身地、出身高校および家業（単位：人、括弧内は%)

道内 道外 農業高校 農業高校以外 同左農家 農家 非農家

平成22年 80.4 19.6 15（29.4%） 36（70.6%） 22（72.2%） 38（74.5%） 13（25.5%）

平成30年 69.1 30.9 22（40.0%） 33（60.0%） 11（35.5%） 29（52.7%） 24（43.7%）

家業
年度

出身地 出身高校
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家業が農家の回答者は平成 22 年度が 38 名、入学学生の 75％であったのに対して、平

成 30 年度は 29 名となり、入学学生の 53％に低下しており、非農家の入学者割合が高まっ

た。いずれにしても、入学者の半数以上が農家出身となり将来の農業後継者であった。 

 

２ アンケート調査項目別結果 

（１）入学前の農作業経験 

 全体の農作業経験者割合をみると、平成 22 年度入学者の 88％が質問事項①＋②＋③の

「何らかの農作業経験がある」となり、平成 30 年度入学者は 83％となった（表 2）。また、

「実家が農家でかなり手伝っている」人の割合は平成 22 年度の 47%から平成 30年度の 34%

まで低下していた。 

農業高校出身者において「実家が農家でかなり手伝っている」のは平成 22 年度、平成 30

年度で 47%、50%とほぼ変わらず、「実家は農家だがあまり手伝ったことはない」のは、平

成 22 年は 40%であったが、平成 30年度は 27%に減少しており、実家での農作業経験の少な

い回答者は減少していた。農業高校出身者のうち実家が農家でない（③+④）のは、平成

22年度は 13%であったが、平成 30 年度は 23%と多くなっていた。農業高校出身者で「実家

は農家ではなく、野菜または花栽培も少しもしたことがない」のは、両年とも 0%で、農業

高校出身者は高校の授業で何らかの作物に接していると考えられた。 

農業高校以外の出身者で、「実家が農家でかなり手伝っている」のは、平成 22年度 36%、

平成 30 年度 23%で、農業高校出身者の割合の半分程度であった。農業高校以外の出身者で

「実家は農家ではなく、野菜または花栽培も少しもしたことがない」のは、平成 22 年度

13%に対して、平成 30 年度は 29%と増加していた。農業に漠然とした興味はあるが、入学

前の農作業経験者の割合は近年少なくっていることが推察された。 

 

（２）北短に入学した目的 

 北短に入学した目的は「農業知識の習得」が平成 22 年度は 12%であったが、平成 30 年

度は 49%に達し、半数が知識の習得を目的に入学していた（表 3）。実家が農家の回答者は

「知識技術の習得」を目指しており、農家出身の入学者が多かった平成 22 年度は 67%、平

成 30 年は 42%で、知識だけでなく技術の習得を目指す学生の多いことが分かる。これらの

結果から入学者の多くは農業の知識の習得とあわせて、技術の習得をめざし、実習授業へ

表2　入学年度別の入学前の農作業経験者割合(%)

出身高校 年度

平成22年 47.1 29.4 11.8 11.8

平成30年 34.0 22.6 26.4 17.0

平成22年 46.7 40.0 13.3 0.0

平成30年 50.0 27.3 22.7 0.0

平成22年 35.5 25.8 25.8 12.9

平成30年 22.6 19.4 29.0 29.0

①実家が農家でかなり手伝っている

②実家は農家だがあまり手伝ったことはない

③実家は農家ではないが野菜または花栽培を少しはしたことがある

④実家は農家ではなく、野菜または花栽培も少しもしたことがない

③②① ④

農業高校以外

農業高校

全体
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の期待・関心の高いことがうかがえる。 

 

（３）農業関係で興味のあることまたは勉強したいこと（複数回答） 

 入学時に興味のあること勉強したいことは、両年度とも 1 位は水稲であった（表 4）。2

位以下は、平成 22年度は土壌関係、環境（食と農）、野菜で、平成 30 年度は野菜と、土壌

関係が同割合で、農業機械が平成 22 年度の 2倍以上の 14%に増加していた。これは、農業

を取り巻く環境が変化し、スマホを始め身近に ICTを活用した機器・機械が使用されるよ

うになり、農業における ICT を活用した技術の進歩と関係していると推察された。また、

平成 30 年度は花き、環境（食と農）が大きく減少し、バイテクは両年度とも低率であった。 

 

（４）基礎科目に対する自己評価  

入学時の基礎科目に対する自己評価については、平成 30 年度は平成 22年度とくらべ数

学、物理・化学、生物の自己評価がやや低い傾向が見られたが、いずれも年次間にｔ検定

で有意差は見られなかった（表 5）。科目別では体育が最も高く、英語が最も低かった。ま

た、社会と国語の文系科目の自己評価は、数学、物理・化学の理系科目に比べて高い傾向

にあった。 

 

（５）農業用語理解度 

１）入学時における農業用語の理解 

  アンケート時には、農業用語の質問への回答方法として、「理解している」とは、人に

ある程度説明が出来る、「分からない」は、聞いたことがない、あるいは人にうまく説明で

表4　農業関係で興味のあること、勉強したいこと(%)

年度 水稲 野菜 畑作 花き 病害虫
土壌
関係

環境（食
と農）

日本と外国
の農業情勢

バイ
テク

農業
機械

経営、
簿記

平成22年 16.5 13.2 5.5 7.7 8.8 14.3 14.3 5.5 1.1 5.5 7.7
平成30年 18.2 15.9 5.7 3.4 5.7 15.9 8.0 4.5 1.1 13.6 8.0

表5　高校時代の得意、不得意科目の自己評価（得意3点、不得意0点）

数学 物理・化学 生物 英語 社会 国語 体育
学科全学生

平均点

平成22年 1.5±0.1 1.5±0.1 2.0±0.1 0.9±0.1 1.9±0.1 1.9±0.1 2.3±0.1 1.7±0.1

平成30年 1.3±0.2 1.2±0.1 1.7±.0.1 0.9±0.1 1.9±0.1 1.8±0.1 2.2±0.1 1.6±0.1

t検定 ns ns ns ns ns ns ns ns

±は標準誤差 、ｔ検定でnsは有意差無しを示す

表3　北短に入学した目的(%)

年度
農業知識の

習得
農作業体験

と経験
環境問題

実家が農家で知
識技術の習得

その他

平成22年 11.8 11.8 5.9 66.7 3.9

平成30年 49.1 7.5 1.9 41.5 0.0
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きないこととして答えるよう指導した。 

 平成 22 年度の入学時のアンケートにおいて「理解している」と答えた人の割合が 80％

以上となった農業用語は、「冷害」、「食料自給率」、「食物連鎖」であった（表 6）。平成 30

年度の入学時のアンケートにおいて「理解している」と答えた人の割合が 80％以上となっ

た農業用語は、「食物連鎖」のみとなり平成 22 年度と比べ理解している割合の高い用語数

は減少した。 

 

２）授業受講後における農業用語の理解 

平成 22 年度の 1 年次の授業受講後のアンケートにおいて「理解している」と答えた人

の割合が 30％以下となった農業用語は、「ポジティブリスト」、「抽台」、「コールドチェー

ン」、「ローテンション防除」、「相対取引」、「PO」、「毛管水」、「有意差」がある（表 7）。

このいずれの農業用語も 1 年次の開講科目の中でとりあげられているが、低い結果となっ

た。「有意差」については「農業基礎実験・実習」の科学レポートの指導の中で詳細に説明

し、レポート作成時に使用した用語であるだけに残念であり、違和感はあるが「他の人に

説明できない」ために「分からない」にしたとも推察された。 

平成 30 年度の授業受講後のアンケートにおいて「理解している」と答えた人の割合が

30％以下となった農業用語は、「ポジティブリスト」、「抽台」、「コールドチェーン」、「ロ

ーテンション防除」、「相対取引」、「PO」、「毛管水」があり、これは平成 22 年度と同じ傾

向であった。しかし、「宿根草」、「作物体硝酸濃度」は平成 30 年度でのみ割合が低くなっ

表6　入学時における農業用語の理解（理解できているとこたえた学生数、単位：人、括弧内は割合％）

年度

平成22年 17 (35) 14 (29) 27 (56) 31 (65) 32 (67) 16 (33) 21 (44) 35 (73) 2 (4)
平成30年 24 (48) 16 (32) 19 (38) 20 (40) 27 (54) 8 (16) 14 (28) 29 (58) 3 (6)

年度

平成22年 23 (48) 13 (27) 40 (83) 18 (38) 18 (38) 31 (65) 33 (69) 11 (23) 20 (42)
平成30年 8 (16) 8 (16) 33 (66) 9 (18) 7 (14) 15 (30) 37 (74) 13 (26) 15 (30)

年度

平成22年 7 (15) 4 (8) 12 (25) 37 (77) 23 (48) 30 (63) 38 (79) 4 (8) 6 (13)
平成30年 3 (6) 1 (2) 7 (14) 30 (60) 17 (34) 23 (46) 35 (70) 2 (4) 3 (6)

年度

平成22年 8 (17) 21 (44) 29 (60) 42 (88) 35 (73) 19 (40) 20 (42) 14 (29) 46 (96)
平成30年 5 (10) 14 (28) 15 (30) 36 (72) 19 (38) 17 (34) 7 (14) 4 (8) 44 (88)

年度

平成22年 4 (8) 19 (40) 9 (19) 7 (15) 25 (52) 28 (58) 38 (79) 8 (17) 2 (4)
平成30年 0 (0) 14 (28) 9 (18) 1 (2) 17 (34) 17 (34) 23 (46) 5 (10) 1 (2)
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ており、平成 25 年の学科改編により花き関係科目が複数閉講したことの影響と考えられ

た。しかし、これらの農業用語も平成 30 年度の開講科目でとりあげているはずであるが、

理解している人の割合は低い結果となった。平成 30 年度に「有意差」について理解して

いる人の割合が平成 22 年度より高くなったのは、科学レポート作成に取り組んだ中で苦

労しながらも理解が進んだ結果と考えられた。一方「作物体硝酸濃度」については、「農業

基礎実験・実習」の中で実際に測定を行い、科学レポート作成時に使用した用語であるだ

けに違和感があるが、「他の人に説明でいない」ために低かったとも推察された。 

表7　授業受講後における農業用語の理解（理解できているとこたえた学生数、単位：人、括弧内は割合％）

年度

平成22年 42 (88) 38 (79) 44 (92) 43 (90) 45 (94) 41 (85) 38 (79) 45 (94) 7 (15)
平成30年 42 (84) 39 (78) 35 (70) 41 (82) 40 (80) 29 (58) 47 (94) 42 (84) 16 (32)

年度

平成22年 34 (71) 23 (48) 46 (96) 37 (77) 41 (85) 44 (92) 46 (96) 20 (42) 43 (90)
平成30年 35 (70) 42 (84) 46 (92) 22 (44) 28 (56) 40 (80) 48 (96) 26 (52) 37 (74)

年度

平成22年 16 (33) 39 (81) 19 (40) 46 (96) 27 (56) 38 (79) 45 (94) 6 (13) 11 (23)
平成30年 6 (12) 36 (72) 11 (22) 40 (80) 24 (48) 42 (84) 43 (86) 12 (24) 14 (28)

年度

平成22年 14 (29) 21 (44) 40 (83) 45 (94) 46 (96) 39 (81) 25 (52) 32 (67) 47 (98)
平成30年 11 (22) 28 (56) 34 (68) 50 (100) 42 (84) 38 (76) 28 (56) 12 (24) 48 (96)

年度

平成22年 13 (27) 37 (77) 21 (44) 12 (25) 32 (67) 46 (96) 45 (94) 45 (94) 4 (8)
平成30年 1 (2) 34 (68) 21 (42) 8 (16) 30 (60) 39 (78) 43 (86) 39 (78) 33 (66)

８腐植
７生物
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３）属性による農業用語理解度への影響 

全 45 項目の農業用語のうち、各回答者の「理解している」と答えた項目の数を農業用

語理解度とした。入学時の農業用語理解度は、平成 22 年度は 22 項目、平成 30 年度は 16

項目であった（データ省略）。1 年次の授業受講後の農業用語理解度は、平成 22 年度で 31

項目、平成 30年度で 28 項目となり、両年ともに授業受講後に理解度は高くなった。 

 つぎに調査年次を込みにして農業用語理解度を再計算し、アンケート回答者の属性によ

る影響を解析した（表 8）。入学時の農業用語理解度に対して、出身高校、家業、農作業経

験による影響が認められた。出身高校による影響として、農業高校出身者は農業高校以外

の出身者と比べ入学時の農業用語理解度は高く、高校における農業教育の効果を反映して

いると考えられた。家業による影響は、農家出身者において非農家出身者と比べ入学時の

農業用語理解度は高くなり、これは農家の子弟の農業高校への進学率が高いためと考えら
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れた（表 1）。農作業経験による影響として、「実家が農家でかなり手伝っている」場合は、

「実家は農家だがあまり手伝ったことはない」場合と比べ入学時の農業用語理解度は高く

なり、作業経験による効果が認められた（表 8）。一方、1 年間の授業終了時の農業用語理

解度に対して、出身高校、家業、農作業経験による影響はいずれも認められなかった。こ

の結果は、入学前の農業との関わりは授業受講後の農業用語理解度に影響を及ぼさず、こ

れらとは別の要因が理解度にかかわっている可能性を示している。 

 

 

次に、アンケート回答者の入学時の学習意欲をしるため、農業関係で興味のあること勉

強したいこと（表 4）の数を比較した。平成 22年度の回答者において、農業関係で興味の

あること勉強したいことの数は 1.81 となった（データ省略）。一方、平成 30年度は、1.66

となり、やや少なくなった。 

アンケート回答者の属性による入学時の学習意欲への影響を見るため、属性ごとに興味

のあること、勉強したいことの数を比較した（表 9）。その結果、出身高校による影響は見

られなかったが、家業による影響が認められた。すなわち農家出身者の興味のあること、

勉強したいことの数は非農家出身者と比べ多くなった。また、農作業経験による影響をみ

ると、「実家が農家でかなり手伝っている」場合、「実家は農家だがあまり手伝っていない」

場合と比べ入学時に興味のあること、勉強したいことの数は多かった。これらのことから、

入学前の農業とのかかわりは、大学入学後の授業の受講意欲を高めることが明らかとなっ

た。 



70 

 

これらの結果から、拓殖大学北海道短期大学農学ビジネス学科環境農学コースの学生に

おいて、農業高校出身であること、家業が農業であることおよび大学入学前に農作業経験

のあることは、入学時の農業用語理解度を高め、大学の授業に対する意欲・関心を高める

効果のあることが明らかとなった。しかし、これらの入学前の農業との関わりは、入学か

らの 1年後の農業用語理解度とは関係なかった。調査を行った年次の農業用語理解度は 45

項目中 28～31項目であり、さらに向上する可能性はある。したがって理解の低かった用語

を整理して、これらの用語と関わる物語・情報がゆたかとなるように入学前および入学後

の指導方法を工夫していく必要があると考えられる。 

 

４）基礎科目への自己評価と農業用語理解度の関係 

 次に基礎科目の学力と農業用語理解度の関係を見るため、基礎科目に対する自己評価と

農業用語理解度の関係をみた（表 10）。調査項目には体育も含まれていたが、農業用語理

解度への影響は小さいと考え除外した。入学時には、物理・化学と生物、全科目平均の自

己評価点において農業用語理解度との間に有意な正の相関関係が認められた。このうち自

由度調整済みの決定係数が最も高かったのは物理・化学であり、農業用語の理解に欠かせ

ない科目であることがうかがえた。一方、1 年間の授業受講後には、これらの科目に加え

数学の自己評価点との間に正の相関関係が認められた。これは、入学後に理解度の高まる

単語として「標準偏差」、「有意差」の統計用語があるためと考えられる。これらの結果か

ら、農業用語の理解には、数学、物理・化学、生物などの理系の基礎科目の理解が不可欠

であることが示された。ただし、これらの関係はアンケートで取り上げる農業用語の種類

により変化する可能性の高いことから、関連用語をグループ化して基礎科目との関係を整

理する必要がある。 

 

 

 

 

表9　属性による入学時に興味のあること、勉強したいことの数への影響

属性 下位属性 度数 項目数 標準誤差 有意差

農業高校 35 1.89 0.14

農業高校以外 63 1.65 0.10

農家 63 1.89 0.10

農家以外 35 1.46 0.14

実家が農家でかなり手伝っている 40 2.00 0.13 A

実家は農家だがあまり手伝ったことはない 25 1.72 0.17 AB

実家は農家ではないが野菜または花栽培
を少しはしたことがある

19 1.58 0.18 AB

実家は農家ではなく、野菜または花栽培も
少しもしたことがない 14 1.21 0.19 B

*はそれぞれ5％水準で有意差あり(ｔ検定).

異なる英文字間には有意差あり(Tukey, p=0.05).

出身高校 n.s.

家業 *

農作業経験
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Ⅴ. 総合考察 

 本実践報告は、北短の長い歴史の中でわずか 2 年間の学生アンケート調査の結果であり、

全ての環境農学コース入学学生に当てはめることは出来ないが、いくつかの点で共通する

ことが見いだせた。 

 一つ目は、北短の伝統として、農業後継者が半数以上を占め、毎年北海道の新規就農者

の 5～10％を輩出していることである。二つ目は、出身高校が農業高校でもなく、実家が

農家でもなく、高校時代に作物に接したことのない学生であっても、入学後に講義と実習

を受講することで、農業用語の理解度は大きく向上すると考えられた。三つ目は、高校時

代のとくに理系の基礎科目の理解が、農業用語の理解に必要であると考えられ、これらの

苦手な学生に対するサポートも重要であると考えられた。 
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表10　基礎科目への自己評価と農業用語理解度の関係

調査時期 科目 決定係数

数学 0.151 0.023 0.013

物理、化学 0.354 ** 0.125 0.116

生物 0.236 * 0.056 0.046

英語 0.021 0.000 -0.010

社会 0.142 0.020 0.010

国語 0.158 0.025 0.015

全科目平均 0.326 ** 0.106 0.097

数学 0.217 * 0.047 0.037

物理、化学 0.258 * 0.067 0.057

生物 0.235 * 0.055 0.046

英語 0.059 0.003 -0.007

社会 0.025 0.001 -0.010

国語 0.047 0.002 -0.008

全科目平均 0.199 * 0.039 0.029
*
，

**
はそれぞれ5％、1％水準(n=97)で有意であることを示す.

相関係数

入学時

授業終了時

自由度調整済み
決定係数
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